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関西の目指す姿のイメージ図

関西広域地方計画（平成28年3月策定）

関西の目指す姿

①アジアのゲートウェイを担い、我が国の成長エンジンとなる圏域

②日本の歴史・伝統文化が集積し、世界を魅了し続ける圏域

③快適で豊に生き生きと暮らせる圏域

④暮らし・産業を守る災害に強い安全・安心圏域

⑤人と自然が共生する持続可能な世界的環境先進圏域近畿圏２府４県を対象とした概ね10年間の計画で、

人口減少社会への対応、大規模災害への対応と

いった課題に向き合いつつ、近畿圏に蓄積された

経験と多様なポテンシャルを最大限活用し、成長

力を絶えず生み出す戦略的ビジョンとして策定さ

れたもので、５つの「関西の目指す姿」実現のため

８つの主要プロジェクトを掲げ、官と民の多様な主

体による協働・連係により推進していきます。

関西広域地方計画について

主要プロジェクト

安全・安心の確保、経済・地域の活性化
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防災・安全交付金および社会資本整備総合交付金の紹介

地域住民の命と暮らしを守る総合的な老朽化対策や、事前防災・減災対策の取り組み、地域
における総合的な生活空間の安全確保の取り組みを集中的に支援するための交付金です。

河川堤防等の整備

幹線道路

河川

海岸
港湾

液状化対策

防災拠点の整備

臨港道路の耐震化

耐震強化岸壁の整備

河川情報等の提供
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洪水に特化した
低コストな水位計
整備

制御モジュール

道路の地震対策,風水害対策
（奈良県内の例）

住宅・建築物の耐震化
（京都府内の例）

防災・安全交付金
（「命と暮らしを守るインフラ再構築」「生活空間

の安全確保」を集中的に支援）

耐震化前 耐震化後

密集市街地の防災性の
向上 （大阪市内の例）

整備前

港湾の津波・風水害
対策(和歌山県内の例）

海岸堤防等の整備
（大阪府内の例）

整備後

土砂災害警戒区域土砂災害特別警戒区域

想定浸水深や
洪水時の避難
所までの経路
看板の設置

（滋賀県内の例）
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想定浸水深
Flo od  W ater D ep th (Pro je cted )

Flood evacuation shelter for this area is  Shigarak iso.

拡大

効果促進事業の活用

透過型砂防堰堤整備
（兵庫県内の例）

河道掘削
（和歌山県内の例）

地下河川 調節池

河川・調節池等の整備（大阪府内の例）

土砂災害警戒区域等の指定
に向けた基礎調査の推進
（急傾斜地の例）

整備前 整備後

交通安全対策（奈良県内の例）

近年の豪雨災害等を踏まえた
水害・土砂災害対策

急傾斜地

対策後対策前

築山による津波避難
場所の整備

（和歌山県内の例）

対策前 対策後

観光・産業地域間の
アクセス道路の整備

パークアンドライドの推進

ＩＣアクセス道路の整備

駅

出入口

スマート
ＩＣ

ＩＣ

国土交通省所管の地方公共団体向け個別補助金を一つの交付金に原則一括し、地方公共
団体にとって自由度が高く、創意工夫を生かせる総合的な交付金です。

整備前 整備後

駅周辺の交通基盤整備
（大阪府内の例）

街なみ整備 （奈良県内の例）

整備前 整備後

ｱｸｾｽ道路整備(兵庫県内の例)

整備前 整備後

整備前 整備後

整備前 整備後（休憩所の整備）

社会資本整備総合交付金
（成長力強化や地域活性化等につながる事業）

係船柱補強整備後 （浮桟橋の整備）

港湾施設の整備
（兵庫県内の例）

整備前

空き家対策（福井県内の例）

「道の駅」による地域拠点
の形成（兵庫県内の例）

都市公園の整備 （大阪府内の例）

水辺・景観整備 （大阪市内の例）

対策前

大型クルーズ船の
受入対策

（兵庫県内の例）

観光案内板の設置

対策後（交流拠点施設
として活用）

H29.03

甲賀圏域
水害・土砂災害に

強い地域づくり協議会

洪水時避難場所

信楽荘

この場所は標高 262.4mです

200年に一度の大雨(時間最大131mm

程度の雨)が降った場合に予想される

浸水の深さです

＜インフラ長寿命化計画を踏まえた対策（イメージ）＞

◆下水道施設の老朽化対策

道路陥没

◆河川管理施設等の老朽化対策

河川管理施設の老朽化対策

下水道施設の老朽化対策

公営住宅等の老朽化対策

港湾施設の老朽化対策

◆港湾施設の老朽化対策

道路施設の老朽化対策

海岸保全施設の老朽化対策

◆道路施設の老朽化対策

トンネルの修繕

橋梁の修繕定期点検

橋梁の撤去

◆海岸保全施設の老朽化対策

空洞化調査

胸壁
の補修

コンクリート劣化・鉄筋露出

砂防施設の老朽化対策

水門
ゲート
の更新

ポンプ
の補修

更生工法
による対策

岸壁
の補修

Ｒ２Ｒ２年度
個別補助化

防波堤の整備

新３Ｋを実現するための直轄工事における取組

＜給与＞建設キャリアアップシステムの活用推進

＜休暇＞週休２日制度の取り組み等

＜希望＞『　i-Construction　』（アイ・コンストラクション）

・建設業の新３Ｋ（給与・休暇・希望）を実現するため、国土交通省直轄工事において各種モデル工
事などの取組を実施。
・中長期的な建設業の担い手を確保し、地域の安全・安心や経済を支える。

□一人一人の生産性を向上させ、企業の経営環境改善
□建設現場に携わる人の賃金水準の向上を図るなど、

魅力ある建設現場へ
□建設現場での死亡事故ゼロに
□３K労働「きつい、危険、きたない」から 新３K「給与、

休暇、希望」を目指して

□全体最適の導入

①ＩＣＴ活用工事の普及推進
（土工、舗装工、浚渫工、地盤改良工、

法面工、付帯構造物設置工）
②適用工種の拡大（地盤改良工（深層）、

舗装工（修繕） 等

①ガイドラインの策定および拡充
②プレキャストの活用（比較検討の明確化）

□ICT技術の全面的な活用

□施工時期の平準化

①２か年国債の更なる活用、ゼロ国債の設定
②地域単位での発注見通しの統合・公表

ＩＣＴ建機による施工

運転席内モニター

□週休２日算定が可能な「工期設定支援システム」の導入
□工事着手準備期間・後片付け期間の見直し
□工期設定の条件明示
□工事工程（クリティカルパス）の受発注間の共有
□余裕期間制度の活用
□工事進捗定例会議を活用した受発注者間情報共有

□労務・機械賃料・間接費の補正

□施工状況の工程管理で「週休２日の確保」を追加
□創意工夫において、【働き方改革】の項目を追加

□休日明け日（月曜日等）は依頼の期限日としない
□休前日（金曜日等）は新たな依頼をしない
□ノー残業デーは勤務時間外の依頼はしない
□作業内容に見合った作業期間を確保する

（標準作業期間として最低中３日を確保）

【技能者情報】
・本人情報
・保有資格
・社会保険加入

状況等

【事業者情報】
・商号
・所在地
・建設業許可情報 等
【現場情報】
・現場名
・工事の内容 等

※システム運営主体
（⼀財）建設業振興基⾦

調査・設計段階、施工段階、維持管理の各段階で、３
次元（立体的、可視化）モデルを活用することにより、構
造体などが完成後と同じ状態で見えることから様々な効
果が期待され業務の効率化や建設事業全体での生産
性の向上を図る。

技能者の処遇改善が図られる環境を整備

□昼休みや午後５時以降の打合せを行わない
□業務履行中の軽微な打合せにあたりWeb会議を活用する
□技術的高度な業務で重要な意志決定の場面には

総括調査員が打合せに出席する
□その他受発注者間で確認・共有する

62
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伐採前

伐採後

止水扉の設置
橋梁(橋脚)の補強例

橋
脚

緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）

南海トラフの巨大地震・津波等に対する紀伊半島沿岸部における道路啓開計画

<主な派遣実績>
141 346
264 965
67 92
11 55
26 153
239 1,486

防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策

○期間：2018年度～2020年度の３年間
○達成目標：防災・減災、国土強靱化を推進する観点から、対策を完了（概成）または大幅に進捗させる。

緊急点検結果を踏まえた対策（ 項目）

既往点検結果を踏まえた対策等（ 項目）

河道掘削・樹木伐採（河川） 法面対策（道路） 電源設備等の浸水対策（空港） 河川橋梁の橋脚基礎部分の補強（鉄道）

橋脚

主桁 主桁

石やブロックを設
置し、河床を補強

隊員数
（人）

のべ人数
（人・日）

H30年 大阪府北部の地震
H30年 7月豪雨
H30年 台風21号
R1年   6月下旬からの大雨
R1年   8月の前線に伴う大雨
R1年   台風第19号

橋梁の重大な損傷範囲

海岸擁壁の重大な損傷範囲

ガレキ堆積範囲

紀勢自動車道

浸水延長
橋梁の

重大な損傷
海岸擁壁の
重大な損傷

ガレキの
堆積

和歌山県 約100km 53橋 約20km 約30km

和歌山・紀南河川国道事務所調べ 平成26年5月現在

○本対策は、「重要インフラの緊急点検の結果及び対応方策」（平成30年11月27日）のほか、既往点検の結果等を踏まえ、
　　　・防災のための重要インフラ等の機能維持　　・国民経済・生活を支える重要インフラ等の機能維持
　 の観点から、特に緊急に実施すべきソフト・ハード対策について、3年間で集中的に実施するもの。
○国土交通省では、緊急点検結果を踏まえた対策62項目及び既往点検結果を踏まえた対策等5項目合計67項目について
　 緊急対策を実施する。

【道路啓開計画】
■「和歌山県道路啓開計画」では、津波被害想定をもとに、緊急輸送道
　 路ネットワーク等を考慮し、優先的に啓開すべき道路を『啓開ルート』
　 として選定
■人命救助を目指した救助・救援ルートを確保するため『道路啓開』の
　 段階目標を設定

【STEP1⇒発災後、24時間以内完了目標】
基幹ルート、及び沿岸部への進出ルート
等(浸水想定区域外)を確保

【STEP2⇒発災後、48時間以内完了目標】
津波警報解除後、主要拠点(市役所等)へ
の進出ルートを確保

【直轄国道の被害想定】

法面崩壊箇所の被災状況調査 24時時間体制で緊急配水を実施 レーザー距離計による被災状況調査

【令和元年 8月の前線に伴う大雨】

散水車による堆積土砂の清掃作業河川の被害状況調査ドローンによる上空からの被害状況調査

【令和元年 台風第19号】

【令和元年 6月下旬からの大雨】

用

春のチューリップをはじめ１年中四季
折々の花の景色を楽しむことができます

国営明石海峡公園
（淡路地区）

春には1.4kmの桜並木を展望塔
から見渡すことができます

淀川河川公園
（背割堤地区）

茅葺き屋根の古民家や田畑での
農作業といった里地里山生活を
気軽に体験できます

国営明石海峡公園
（神戸地区）

平城宮跡の今昔の姿をはじめ、
公園全体のみどころをガイド　
してくれます

また、宮大工が当時の工法で　
建物を復原している様子を　　
見ることができます

国営飛鳥・平城宮跡歴史公園
（平城宮跡区域）

国営飛鳥・平城宮跡歴史公園
（飛鳥区域）

古墳から発掘された
石棺のレプリカや
修復された壁画を
見ることができます

京都府八幡市

兵庫県神戸市

奈良県高市郡明日香村

兵庫県淡路市

奈良県奈良市

国営明石海峡公園

国営飛鳥・平城宮跡
歴史公園

淀川河川公園

（背割堤地区）

（平城宮跡区域）

（飛鳥区域）

（神戸地区）

（淡路地区）

南海トラフ巨大地震対策等の推進
防災拠点となる官庁施設の防災機能の強化等

将来を見据えたインフラ老朽化対策の推進
官庁施設の老朽化対策等

木材利用の促進

国営公園における観光拠点整備

国民の安全・安心の確保

豊かで暮らしやすい地域づくり

・官庁施設の長寿命化
　奈良第２地方合同庁舎 長寿命化改修

・既存官庁施設の経年劣化が著しい部位等の解消
　 豊岡地方合同庁舎　外壁改修

京都御苑中立売休憩所、海
上保安学校総合実習棟、和
歌山県警察機動隊などで、
木材の利用の促進に関する
法律に基づき新築や内装で、
木材利用を積極的に行って
います。

京都御苑中立売休憩所

大阪第６地方合同庁舎（仮称）
民間事業者選定段階のイメージ

・地域と連携した防災拠点等となる官庁施設の整備の推進
　南海トラフ巨大地震等の
発災後も、防災活動を行う
入居官署が的確に活動でき
るよう、必要な耐震性能 
を確保した大阪第６地方合
同庁舎(仮称)の整備につい
て、ＰＦＩ手法を活用し実
施しています。

・官庁施設の耐震化の推進
　奈良第３地方合同庁舎耐震改修

・官庁施設の天井耐震対策の推進
　兵庫県警察学校・滋賀県警察学校 天井改修  

国際コンテナ戦略港湾「阪神港」の機能強化

防災・減災対策

経済・地域の活性化

船会社の更なるアライアンス再編と寄港地絞り込み、ＡＩ、Ｉｏ
Ｔ等の情報通信技術及び自働化技術の急速な発展等、海運・
港湾を取り巻く情勢が変化する中、我が国の産業競争力の強
化、ひいては国民の雇用と所得の維持・創出を図るため、
ハード・ソフト一体の国際コンテナ戦略港湾政策の持続的発
展に取り組みます。

国際戦略港湾競争力強化対策事業による
国際フィーダー網の拡大

神戸港及び大阪港において基幹航路に就航する大型船の入港を可能とするため、国際標準の水深、広さを

有する大水深コンテナターミナルの整備を推進しています。また、神戸港においては、港湾貨物の輸送機能
の強化を図るため、臨港道路の整備を推進します。

68便／週（2014 年4月時点）
↓

95便／週（2019 年10月時点）

寄港便数：約4割増加

護岸のかさ上げ状況

地面から約７ｍ

南海トラフ巨大地震対策等の推進
和歌山下津港海岸（海南地区）における津波対策

和歌山県海南市における津波浸水予測区域には、行政・防
災中枢機能や高付加価値製品製造企業が集積しております。

このため、南海トラフ
地震等の大規模地震
に対し、人命・財産は
もとより、これらの施設
の防護のため、護岸か
さ上げなどによる海岸
保全施設の整備を推
進しています。

和歌山下津港海岸 海南地区国民の安全・安心の確保

○無電柱化の推進

道路の防災性の向上、安全で快適な通行空間の確保、良好な景観の形成や観光振興等の観点から、
無電柱化を推進します。

整備前 整備後イメージ

■電柱の倒壊による道路閉塞 ■新設電柱の占用禁止

大阪府泉南市

平成３０年９月台風第２１号 幅員が著しく狭い道路の例

【無電柱化のPFI手法の活用について】
ＰＦＩ手法の導入により民間の技術・ノウハウ・資金などの

活用を図り、無電柱化を推進します。

【主な事業】 ○滋賀８号電線共同溝 （東沼波電線共同溝）

■無電柱化対策事例（京都９号 西院地区）

○防災・震災対策の推進
災害発生時における被害を軽減し、円滑かつ迅速な応急

活動を支援するために、防災対策や震災対策を引き続き
実施します。

災害時における人流・物流の確保

【主な事業】
○国道２４号 小山地区防災対策 （奈良県五條市地先）
○国道２６号 貝塚高架橋耐震対策（大阪府貝塚市地先）

対策前 対策後

法面を安定させる対策奈良県 ２５号奈良県奈良市米谷町

対策前 対策後

橋脚補強と落橋を防止する装置を整備

滋賀県 １６１号 青井川橋

将来を見据えたインフラ老朽化対策の推進（道路施設）

道路施設（橋梁、トンネル、舗装、法面・土工構造物、道路附属物等）の点検を引き続き実施し、健全性を着実に
把握します。 また、点検、診断、措置等のメンテナンスサイクルによる老朽化対策を推進します。

大規模な修繕

事後保全

予防保全

【主な事業】
○国道２号 天神橋修繕 ○国道２６号 大和川大橋点検
○国道１５８号 越坂トンネル修繕

【天神橋の概要】
架設 1927 （昭和2）年
橋長 76.5m 幅員 18.5m

【下部工の断面欠損】

【天神橋（全景）】

近畿地方整備局では、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」を集中的に実施するとともに、
３か年緊急対策後も見据え、防災・減災が主流となる安全・安心な社会づくりを実現することとしています。

コンクリートのひびわれが深刻

点検によりコンクリートに軽微な
ひびわれを発見

炭素繊維を下面に接着すること
によりひびわれの進行を抑制

豊かで暮らしやすい地域づくり 道路ネットワークによる地域・拠点の連携

生産性と成長力の引上げの加速 効率的な物流ネットワークの強化

バスタプロジェクトの推進

神戸三宮駅前空間整備の機能のイメージ

【主な事業】

○一般国道２号 大阪湾岸道路西伸部

（六甲アイランド北～駒栄）

○一般国道１号 淀川左岸線延伸部

○一般国道２４号 京奈和自動車道 大和御所道路

○一般国道４８３号 北近畿豊岡自動車道

豊岡道路（Ⅱ期）、日高豊岡南道路

○一般国道１５８号 中部縦貫自動車道

大野油坂道路（大野東・和泉区間）

○一般国道４２号 近畿自動車道紀勢線

すさみ串本道路

～６つの駅と点在する中・長距離バス停をひとつに～

三宮クロススクエアと再開

発ビルが一体となった賑わ

い空間の創出や神戸三宮

駅前空間の回遊性を向上

するためのデッキを整備

集約型公共交通
ターミナル

中・長距離バスや新たなモ

ビリティなど、多様なモード

を利用しやすい新たな交通

結節点を整備

回遊性を向上させる
モビリティネットワーク

道路や神戸三宮駅前空間

の回遊性を向上させる新た

なモビリティネットワークを

構築

三宮クロススクエアで災害

情報や公共交通機関の

運行情報等を提供

再開発ビルを一時滞在

施設等として活用すると

ともに、新バスターミナル

に鉄道の代替輸送機能等

を整備

道路を人と公共交通優先

の空間に転換する「三宮

クロススクエア」により、

“ひと”中心の空間を地上

に整備

魅力的な駅前空間
を創出する

三宮クロススクエア

防災都市・神戸の
駅前防災拠点

人の賑わいと回遊性
を創出するデッキ

近畿圏の高規格幹線道路網等図

大阪湾岸道路西伸部
（六甲アイランド北～駒栄）

延長14.5km

大和御所道路
延長4.4km

淀川左岸線延伸部
延長8.7km

豊岡道路(Ⅱ期) 延長5.1km【新規事業】
日高豊岡南道路 延長6.1km

大野油坂道路
（大野東・和泉区間）

延長14.0km

すさみ串本道路
延長19.2km

転換

　近畿圏の環状道路ネットワーク整備を推進し、
交通渋滞の緩和等による迅速・円滑で競争力の
高い物流ネットワークの実現を図ります。また、令
和時代にふさわしい豊かで暮らしやすい地域社
会を実現するため、個性ある地域や小さな拠点を
道路ネットワークでつなぐことで、広域的な経済・
生活圏の形成を推進します。

○一般国道２号神戸三宮駅交通ターミナル整備事業
　再開発ビル（民間事業）と連携し、分散するバス停を
集約した新たな中・長距離バスターミナル等の交通結
節空間を創出する事業であり、乗換・待合環境の改
善、交通の円滑化、防災機能の向上を図ります。

南海トラフ巨大地震対策等の推進河川を軸とした生態系ネットワークの推進

地域の活性化と豊かな暮らしの実現

湿地整備 イメージ図

浅水域 浅い湿地 水際の微高地

コウノトリの利用（魚の生息）

ヨシの生育基盤

現状地盤高
緩流・止水域

水深20cm～50cm

勾配1/20～100

水深5cm～20cm

整備された湿地でのコウノトリ

兵庫県
円山川

T.P.0.4～1.3ｍ

災害を未然に防ぐための事前防災対策

　近年激甚化している災害により全国で大きな被害が頻発している状況から、ソフト・ハードの両面からの「防災・減災、

国土強靱化のための３か年緊急対策」に 集中的に取り組んでまいります。

　湿地整備等、水辺環

境の保全・再生を行い、

多様な生物の生態系

ネットワークの形成を図

ります。

豊岡市本川中流右岸地区

切迫する南海トラフ等の大
規模地震に備えるため、耐震
対策を実施します。

三重県
相野谷川

相野谷川
熊野川

鮒田水門

堰柱

①補強主筋埋設方式橋脚補強工法

埋設溝切削 補強鉄筋取付・固定 保護被膜材塗布

逃げ遅れに対応した危機管理型
ハード対策等の実施

水門観測所、河川監視
カメラ等の対策

整備前 整備後

堤防を越水しても壊れないよう家屋
側もブロックを張った堤防【紀の川】

河川監視カメラの夜間監視不良対策・停電対策
等により監視・通信基盤を強化

（浸水対策のイメージ） （停電対策のイメージ）

発電用の太陽パネル、蓄電池を設置

観光を通じた地域振興に資する
インフラ活用の取組

天ヶ瀬ダム インフラツーリズムの様子

住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害
ハザード・リスク情報共有プロジェクト

気象台との共同会見

（令和元年台風第19号） 「近畿地方メディア連携協議会」で取組内容を議論

　平成30年7月豪雨の被災を踏まえ、国や自治体が発信
する水害・土砂災害等のハザード・リスク情報が、住民ら
の避難行動に結びつくよう、メディア関係者と連携し、情
報提供・共有方法の充実を図ります。

　普段入れない場所に入って、土木の役割の理解と親し
みを一層深めるため、民間会社によるツアー等と連携し
ながら、橋、ダム等のインフラ（公共施設）を観光資源と
して活用するインフラツアーを開催しています。

三重県
相野谷川

■天ケ瀬ダム再開発事業

トンネル式放流設備

流入部
ゲート室部

減勢池部

吐口部

導流部

天ケ瀬発電所

天ヶ瀬ダム

国民の安全・安心の確保

■加古川中流部緊急治水対策

河川事業（10水系：新宮川水系、紀の川水系、大和川水系、淀川水系、加
古川水系、揖保川水系、円山川水系、由良川水系、北川水系、
九頭竜川水系）

建設ダム事業（4箇所：大戸川ダム、天ケ瀬ダム再開発、足羽川ダム、九頭
竜川上流ダム再生）

地すべり対策事業（1箇所：亀の瀬地区）

砂防事業（4箇所：六甲山系、木津川水系、九頭竜川水系、紀伊山系）

海岸事業（1箇所：東播海岸）

■紀伊山系直轄砂防事業

五條市赤谷地区

大規模斜面崩壊箇所

完成イメージ

完成イメージ

近年大きな被害を与えた災害に対し、緊急的な治水対策を実施することで再度災害を防止します。また 水害に備
えた防災対策により治水安全度を向上させ、地域の安全・安心を確保します。

治水対策～災害防止のための水害・土砂災害対策を重点的に実施～

着手：H29
期間：概ね10年

着手：H26
期間：概ね5年■由良川緊急治水対策■円山川遊水地事業

中郷遊水地

円⼭川

豊岡市中郷地区

■阪神なんば線淀川橋梁改築事業

大阪市此花・西淀川地区

計画高潮位

支障となる桁下高が改築により解消
淀川

熊野川

加東市滝野・多井田地区

築堤

橋梁架替

河道掘削

加古川

■熊野川緊急治水対策 着手：H29
期間：

概ね5年

新宮市・紀宝町

熊野川

河道掘削

整備前

整備後
淀
川

淀
川

■足羽川ダム建設事業

阪神高速大和川橋梁

■大和川高規格堤防整備事業

堺市

築堤
⼤和川

部⼦川

福知山市前田地区

樋門

由良川

築堤

近畿の外国人旅行消費額は、

2017年以降、1兆円を超える水準

（注）地域別の消費額は、国籍毎の全国の総消費額（客数×消費単価）
に各地域別の宿泊割合を乗じて近畿財務局が算出した推計値
（2019年の宿泊割合は、宿泊旅⾏統計の速報値から算出）

■南海トラフの巨大地震による最大クラスの震度分布及び津波高

全国計 ２３,７１５.１２３,７１５.１km 近畿計 １,９８９.３１,９８９.３km（８.４８.４％）

整備率＝
整備済延長

実延長

■地価公示　商業地変動率　上位順位表

■外国人旅行消費額の推移（全国・関東・近畿）

■阪神港コンテナ取扱貨物量の推移

全国計 近畿計
８８,１００.７km １０,３８５.３km（１１.８％）

堤防整備率＝
計画断面延長

堤防必要延長

最大
津波高

（m）

津波到達
最短時間

(津波高+1.0m)

（分）

大阪市

岸和田市

和歌山市

新宮市

すさみ町

串本町

※令和2年3月末現在

面積：令和元年全国都道府県市区町村別面積調（国土地理院）

域内総生産：平成28年度県民経済計算（内閣府）

人口：「人口推計（令和元年10月1日現在）」（総務省統計局）

世界遺産（文化遺産）件数、国宝指定件数：文化財ＨＰ（文化庁）

外国人観光客の訪問率：令和元年訪日外国人消費動向調査（観光庁）

資料：内閣府｢南海トラフの巨大地震モデル検討会（二次報告）（H24.8.29 公表）｣

津波高・津波到達時間（津波高＋1ｍ）は市町別の最大津波高・最短時間を記載
地震の規模設定 マグニチュード9.1（Mw）その他条件等については資料参照(各都道府県ごとの訪問者数の合計数に対する近畿各府県ごとの訪問者数の合計の割合）

資料：「道路統計年報2019」

資料：地価公示（国土交通省）

資料︓⽇本政府観光局（JNTO）、観光庁 外国⼈消費動向調査 宿泊旅⾏統計調査

資料：国土交通省 水管理・国土保全局 一級河川の河川延長等調

資料：国土交通省 水管理・国土保全局 直轄河川管理施設状況

（平成31年4月30日現在）

（平成31年3月末現在）

資料：「道路統計年報2019」

※※

５  １１０  

５  ９５  

８  ４６  

１４  ４  

２０  ４  

１８  ２  

世界遺産（文化遺産）件数

域内総生産

人口

　面積

近畿 その他

国宝指定件数

外国人観光客の訪問率

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%0%

■一般国道の指定区間延長■一般河川の延長

全国

直轄河川

堤防整備率

近畿

68.2％ 54.6％

全国

一般国道
整備率

近畿

67.5％ 59.6％

■標高ゼロメートル地帯 （大阪平野） ■我が国と諸外国の河川勾配の比較

大阪市

守口市

門真市尼崎市

東大阪市

吹田市
豊中市

摂津市

松原市

八尾市

資料︓国⼟地理院

大和川

標⾼値

■高速道路整備の状況

平成２０年３月末時点 令和2年４月時点
整備延長：約1,228ｋｍ 整備延長：約1,552ｋｍ

■近畿圏の環状道路ネットワーク

資料：近畿地方整備局　調べ（2019年度は速報値）

近畿

全国

関東

近畿

全国

関東

指数：2011年＝100（右軸）

単位：億円（左軸）

H27 H28 H29 H30 H31 R2

1
金沢市
広岡

大阪市
中央区心斎橋筋

大阪市
中央区道頓堀

北海道
倶知安町南1条西

北海道
倶知安町南1条西

北海道
倶知安町南1条西

2
名古屋市

中村区椿町
大阪市

中央区道頓堀
大阪市

中央区宗右衛門町
大阪市

中央区道頓堀
大阪市

中央区日本橋
那覇市
久茂地

3
東京都

中央区銀座
名古屋市

中村区椿町
大阪市

北区小松原町
京都市

南区東九条

大阪市
北区茶屋町

大阪市
中央区宗右衛門町

4
東京都

中央区銀座
大阪市

中央区宗右衛門町
大阪市

中央区心斎橋筋
京都市

東山区四条通
京都市

東山区四条通
那覇市
久茂地

5
広島市

中区堀川町
名古屋市

中村区名駅
大阪市

北区茶屋町
名古屋市

中村区椿町
大阪市

北区芝田
宮古島市

平良

6
東京都

中央区銀座
大阪市

北区茶屋町
京都市

東山区四条通
名古屋市

中村区名駅
那覇市
前島

豊中市
新千里東町

7
東京都

中央区銀座
金沢市
広岡

名古屋市
中村区名駅

京都市
東山区三条通

京都市
下京区七条通

那覇市
前島

8
東京都

中央区銀座
大阪市

北区小松原町
東京都

中央区銀座
神戸市

中央区磯上通
京都市

東山区三条通
大阪市

淀川区宮原

9
広島市

東区光町
大阪市

中央区難波
東京都

中央区銀座
札幌市

中央区南6条西
那覇市
久茂地

福岡市
中央区天神

10
名古屋市

中村区名駅
札幌市

中央区南
東京都

中央区銀座
神戸市

中央区明石町
大阪市

淀川区宮原
東京都

台東区浅草

全国における近畿の特徴を示すデータ
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（1995年1月）
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国際コンテナ戦略港湾選定

（2010年8月）
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令和2年度
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明治 ７年　３月 内務省大阪土木寮設置。
明治 ８年　５月 内務省土木寮大阪分局に改称。
明治１０年　１月 内務省淀川出張土木局（淀川工営場）に改称・改組。
明治１９年　７月

明治２７年　７月 第五区土木監督署に改称、管轄区域を近畿地方及び徳島県・高知県に変更。
明治３８年　４月 内務省大阪土木出張所に改称、改組、土木監督の業務を本省に移管し、直轄土木工事のみを施工することとなる。
大正 ８年　４月 内務省神戸土木出張所が新設され、大阪土木出張所の管轄区域が変更となる。
昭和１８年１１月

昭和２０年  ５月 運輸逓信省第三港湾建設部が官制改正により運輸省第三港湾建設部となる。
昭和２３年  １月 内務省近畿土木出張所が総理府建設院近畿地方建設局に改称、総理府の外局である建設院の地方支部局となる。
昭和２３年  ７月 総理府建設院近畿地方建設局が建設省の発足に伴い、建設省近畿地方建設局に改称。
昭和２７年  ８月 運輸省第三港湾建設部が運輸省第三港湾建設局と改称。
昭和３３年１２月 建設省近畿地方建設局が大阪市西区土佐堀通2丁目6から、現在の中央区大手前1丁目5番44号大阪合同庁舎1号館へ移転。
昭和４０年  ５月

平成１３年  １月 省庁再編により建設省近畿地方建設局と運輸省第三港湾建設局とが統合され、国土交通省近畿地方整備局が誕生。

土木監督署管制の制定により、第四区土木監督署に改組、中部地方西部及び近畿一円の直轄工事の施工と管轄府県の土木事業の監督を行う。

港湾部門が運輸逓信省第三港湾建設部となる。
大阪土木出張所が内務省近畿土木出張所に改称され、港湾部門の運輸逓信省移管に伴い神戸土木出張所と統合、中国四国土木出張所の新設に伴い管轄区域が兵庫県以東に
変更となる。

運輸省設置法の一部改正により、空港土木工事が運輸省第三港湾建設局の所管となる。
工務課空港係新設。

当初
防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策

予備費 補正
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防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策
当初 地域自主 予備費 補正
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近畿地方整備局 概要
所掌事務

近畿地方整備局の組織体制

総務部
6課

企画部
6課

建政部
6課

河川部
6課1センター

道路部
8課

営繕部
4課1室

用地部
3課

事務所
34事務所

出張所

■職員の人事及び福利厚生、公文書類の接受、発送及び審査、情報公開、個人情報の
保護、予算、決算及び会計、入札及び契約、国有財産管理、公益法人の監督

■国土計画、地方計画、各公共事業間の調整、広域にわたる河川計画、幹線道路網計
画の調整、直轄事業の技術及び管理の改善、積算基準、土木工事検査、土木技術の
向上、公共工事の品質確保、公共工事の費用の縮減、土木工事の統計及び報告、直
轄建設工事の労働力及び資材の需給動向調査、土木技術者の養成、土木工事用材
料試験、施工の方法、建設機械の整備及び運用、電気通信施設の整備計画、施工、
監督及び検査、情報システム整備及び管理

■国土計画・地方計画・都市計画、土地収用、建設業等の許可、指導及び監督、宅地建
物取引業の免許及び監督、マンション管理業及び不動産鑑定業の登録及び監督、
地価の公示等宅地開発事業の指導及び監督、土地区画整理事業の施行、指導、監
督及び助成、まちづくり事業、街路事業、古都保存に関する計画・調査・調整及び事
業の助成、都市公園事業の指導、監督及び助成、国営公園の整備及び管理、下水道
事業の指導、監督及び助成、住宅整備事業の指導、監督及び助成、一級建築士の登
録等、指定確認検査機関の指定等

■河川等の行政監督、直轄河川の管理、河川における砂利採取業者の監督、河川等、
水資源の開発又は利用のための施設、砂防設備、地すべり防止施設、海岸に関する
直轄事業の計画、設計、施工及び検査、河川整備計画、洪水予報、水防警報

■公有水面の埋立て及び干拓の免許の許認可、地方公共団体等が行う河川事業等の
指導、監督及び助成

■道路の行政監督、直轄国道の管理、道路整備保全計画、共同溝の整備、道路整備等
長期計画、直轄国道工事の施工、直轄国道の環境対策及び交通安全対策
■地域道路の整備及び保全の調整、指導及び監督、指定区間外の一般国道、都道府
県道及び市町村道の整備及び保全の助成、地方道路公社の設立許可、立入検査

■港湾の整備、航路の整備及び管理、海洋汚染の防除、港湾内の海岸の整備及び管
理、空港の土木施設の整備及び災害復旧
■港湾の利用、保全及び管理、港湾内の公有水面埋立及び干拓の認可
■港湾関係補助事業の指導、監督及び助成

■営繕工事の企画及び立案、営繕工事の設計、積算、設計基準の設定、施工の促進、
指導、監督及び検査
■官庁施設に関する実態調査及び保全の実地指導

■直轄事業に係る土地等の買収、直轄事業の起業者又は施行者として行う土地等
の収用又は使用、土地等の評価基準及び損失補償額の算定基準に関すること、
補償コンサルタント登録、地籍整備に関すること、所有者不明土地に関する地
方公共団体支援等

■大阪府9カ所・兵庫県7カ所・京都府4カ所・奈良県4カ所・滋賀県3カ所・和歌山県
3カ所・福井県3カ所・三重県1カ所の合計34カ所に配置事務所の出先機関

　近畿地方整備局は大阪市及び神戸市に所在し、内部組織として総務、企画、建政、河川、道路、港湾空港、営繕及び
用地の8部、46課、4室、2センターに加え、防災関係の業務を主に担う2室が置かれ（港湾空港関係は、神戸市に所在）、
各業務を担当しています。
　この業務を分掌させるために34事務所が設置されており、また、事務所の事務を分掌させる67出張所が設置され
ています。
　なお、職員は令和元年7月31日現在で2,198名在職し、業務を遂行しています。

67出張所

●人事課
●総務課
●会計課
●契約課
●経理調達課
●厚生課

●水政課
●河川計画課
●地域河川課
●河川環境課
●河川工事課
●河川管理課
●水災害予報センター
●路政課
●道路計画第一課
●道路計画第二課
●地域道路課
●計画調整課
●道路工事課
●道路管理課
●交通対策課

港湾空港部
7課3室1センター

●企画課
●広域計画課
●技術管理課
●技術調査課
●施工企画課
●情報通信技術課

●計画管理課
●建設産業第一課
●建設産業第二課
●都市整備課
●住宅整備課
●建築安全課

●計画課
●調整課
●整備課
●技術・評価課
●保全指導・監督室

●用地企画課
●用地補償課
●用地対策課

統括防災官
2室

■自然災害等による公共土木施設の応急復旧等、防災業務計画の策定等、緊急災
害対策派遣隊に関する事務等

●防災室
●災害対策マネジメント室

●港政課
●港湾管理課
●港湾計画課
●港湾事業企画課
●港湾空港整備・補償課
●海洋環境・技術課
●港湾空港防災・危機管理課
●クルーズ振興・港湾物流企画室
●工事安全推進室
●品質確保室
●近畿圏臨海防災センター
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近畿地方整備局 事務所所在地

近畿地方整備局
近畿地方整備局（港湾空港関係）
近畿地方整備局（保全指導・監督室）
福井河川国道事務所
足羽川ダム工事事務所
琵琶湖河川事務所
大戸川ダム工事事務所
滋賀国道事務所
福知山河川国道事務所
京都国道事務所
舞鶴港湾事務所
淀川河川事務所
猪名川河川事務所
大和川河川事務所
大阪国道事務所
浪速国道事務所
大阪港湾・空港整備事務所
姫路河川国道事務所
豊岡河川国道事務所
六甲砂防事務所
兵庫国道事務所
神戸港湾事務所
紀伊山系砂防事務所
奈良国道事務所
和歌山河川国道事務所
紀南河川国道事務所
和歌山港湾事務所
木津川上流河川事務所
九頭竜川ダム統合管理事務所
淀川ダム統合管理事務所
紀の川ダム統合管理事務所
近畿技術事務所
近畿道路メンテナンスセンター
神戸港湾空港技術調査事務所
国営明石海峡公園事務所
国営飛鳥歴史公園事務所
京都営繕事務所

540-8586 大阪市中央区大手前1-5-44 大阪合同庁舎第1号館
650-0024 神戸市中央区海岸通29 神戸地方合同庁舎
530-0005 大阪市北区中之島4-1-6
918-8015 福井市花堂南2-14-7
918-8239 福井市成和1-2111（ポラリスビル）
520-2279 大津市黒津4-5-1
520-2144 大津市大萱1-19-32
520-0803 大津市竜が丘4-5
620-0875 福知山市字堀小字今岡2459-14
600-8234 京都市下京区西洞院通塩小路下る南不動堂町808
624-0946 舞鶴市字下福井910
573-1191 枚方市新町2-2-10
563-0027 池田市上池田2-2-39
582-0009 柏原市大正2-10-8
536-0004 大阪市城東区今福西2-12-35
573-0094 枚方市南中振3-2-3
552-0007 大阪市港区弁天1-2-1大阪ベイタワーオフィス15階
670-0947 姫路市北条1-250
668-0025 豊岡市幸町10-3
658-0052 神戸市東灘区住吉東町3-13-15
650-0042 神戸市中央区波止場町3-11
651-0082 神戸市中央区小野浜町7-30
637-0002 五條市三在町1681
630-8115 奈良市大宮町3-5-11
640-8227 和歌山市西汀丁16 
646-0003 田辺市中万呂142
640-8404 和歌山市湊薬種畑の坪1334
518-0723 名張市木屋町812-1
912-0021 大野市中野29-28 
573-0166 枚方市山田池北町10-1 
637-0002 五條市三在町1681
573-0166 枚方市山田池北町11-1
573-0094 枚方市南中振3-2-3
651-0082 神戸市中央区小野浜町7-30
650-0024 神戸市中央区海岸通29 神戸地方合同庁舎
634-0144 奈良県高市郡明日香村大字平田538
606-8395 京都市左京区丸太町川端東入ル東丸太町34-12 京都第二地方合同庁舎

06（6942）1141
078（391）7571
06（6443）1791
0776（35）2661
0776（27）0642
077（546）0844
077（545）5675
077（523）1741
0773（22）5104
075（351）3300
0773（75）0844
072（843）2861
072（751）1111
072（971）1381
06（6932）1421
072（833）0261
06（6574）8561
079（282）8211
0796（22）3126
078（851）0535
078（334）1600
078（331）6701
0747（25）3111
0742（33）1391
073（424）2471
0739（22）4564
073（422）8186
0595（63）1611
0779（66）5300
072（856）3131
0747（25）3013
072（856）1941
072（800）6222
078（331）0057
078（392）2992
0744（54）2662
075（752）0505

http://www.kkr.mlit.go.jp/
http://www.pa.kkr.mlit.go.jp/
http://www.kkr.mlit.go.jp/kantoku/
http://www.kkr.mlit.go.jp/fukui/
http://www.kkr.mlit.go.jp/asuwa/
http://www.kkr.mlit.go.jp/biwako/
http://www.kkr.mlit.go.jp/daido/
http://www.kkr.mlit.go.jp/shiga/
http://www.kkr.mlit.go.jp/fukuchiyama/
http://www.kkr.mlit.go.jp/kyoto/
http://www.pa.kkr.mlit.go.jp/maizuruport/
http://www.kkr.mlit.go.jp/yodogawa/
http://www.kkr.mlit.go.jp/inagawa/
http://www.kkr.mlit.go.jp/yamato/
http://www.kkr.mlit.go.jp/osaka/
http://www.kkr.mlit.go.jp/naniwa/
http://www.pa.kkr.mlit.go.jp/osakaport/
http://www.kkr.mlit.go.jp/himeji/
http://www.kkr.mlit.go.jp/toyooka/
http://www.kkr.mlit.go.jp/rokko/
http://www.kkr.mlit.go.jp/hyogo/
http;//www.pa.kkr.mlit.go.jp/kobeport/
http://www.kkr.mlit.go.jp/kiisankei/
http://www.kkr.mlit.go.jp/nara/
http://www.kkr.mlit.go.jp/wakayama/
http://www.kkr.mlit.go.jp/kinan/
http://www.pa.kkr.mlit.go.jp/wakayamaport/
http://www.kkr.mlit.go.jp/kizujyo/ 
http://www.kkr.mlit.go.jp/kuzuryu/
http://www.kkr.mlit.go.jp/yodoto/
http://www.kkr.mlit.go.jp/kinokawa/
http://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/
https://www.kkr.mlit.go.jp/rd_mainte/
http://www.pa.kkr.mlit.go.jp/kobegicyo/
http://www.kkr.mlit.go.jp/akashi/
http://www.kkr.mlit.go.jp/asuka/
http://www.kkr.mlit.go.jp/kyoei/
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●近畿地方整備局は、福井県・滋賀県・京都府・大阪府・
　兵庫県・奈良県・和歌山県の全域と三重県の一部地
　域を管轄しています。
●福井県の港湾・空港関係業務は北陸地方整備局の管
　轄になります。
●淀川河川事務所では公園の整備も行っています。

本

そ の 他

局

令和2年4月  作成

交付金

道路道路

河川河川

港湾空港港湾空港 公共建築公共建築

公園公園

新たな取り組み安全・安心

計画


